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１ 経緯と目的

平成 28年 7月 27日付け「水産資源保護法施行規則及び持続的養殖生産確保法施行規則
の一部を改正する省令」の施行に伴い、新たに「水産防疫対策要綱」（以下、「要綱」とい

う。）が策定された。要綱には、養殖の用に供することを目的に輸入された水産動物につい

て、仕向先の養殖場を管轄する各都道府県が、輸入された後も仕向先の養殖場において引

き続き健康状態、移動等について監視すること（以下、「着地検査」という。）が規定され

た。このため、本県における着地検査の対応については、要綱の別記１「輸入水産動物の

着地検査指針」（以下、「着地検査指針」という。）に基づくほか、以下のとおり定める。

なお、疾病の発生が確認された場合は、要綱２の（４）「養殖水産動植物の異常の早期発

見、通知･届出、疾病発生時の迅速かつ的確なまん延防止」及び「魚類へい死対応マニュア

ル（改訂版）（平成 26年６月県作成）」に基づき、まん延防止措置を実施する。

２ 県の役割

（１） 水産資源課の役割

水産資源課は、輸入者又は動物検疫所から、「着地検査指針 １着地検査の対象動物」に

該当する水産動物の輸入の報告があった場合、水産・海洋技術研究所と情報を共有すると

ともに連携して、輸入者及び仕向先の養殖施設等の責任者と連絡を取り、当該水産動物が

仕向けられる前に、着地検査への協力を要請し同意を得た上で、着地検査を実施する場所

（以下、「着地検査場所」という。）を決定する。着地検査場所は、疾病が水平感染しない

よう、輸入水産動物とその他の水産動物を隔離若しくは区別して飼育することが可能な施

設であることが望ましい。

他都道府県から本県の養殖施設等に着地検査期間中の着地検査対象動物が移動される場

合、水産資源課は、移動元の都道府県と調整を行い、上記の輸入水産動物に準じて対応す

る。

（２） 水産・海洋技術研究所の役割

水産・海洋技術研究所は、着地検査場所が決定次第、仕向先の養殖施設等の責任者と連

絡を取り、速やかに着地検査を行う。着地検査は、着地検査場所への立入検査若しくは着

地検査場所の責任者からの報告等によるものとし、別紙「着地検査記録票」に必要な情報

を記録し、少なくとも 3年間保管する。着地検査の期間は概ね 6か月、頻度は月に１回程
度行うことが望ましい。着地検査の回数や具体的な対応方法については、輸入水産動物の

種類や形態に応じ適切に実施する必要があるため、魚病担当者を中心に事前に協議の上決

定し、内部で統一を図るものとする。着地検査期間中は、着地検査場所の責任者に対して

要綱の別記 3「養殖場における衛生対策指針」に基づく指導を行うとともに、着地検査場所
から水産動物の移動の自粛を要請する。やむを得ない理由により、着地検査期間中に着地

検査場所から着地検査対象動物を県外に移動する場合、移動先の都道府県において着地検

査を継続するため、水産・海洋技術研究所は、移動前の着地検査の経過情報について移動

先の都道府県の魚病指導機関と共有するものとする。



他都道府県から本県の養殖施設等に着地検査期間中の着地検査対象動物が移動される場

合は、移動元の都道府県の魚病指導機関から移動前の着地検査の経過情報を引き継いで着

地検査を継続し、その記録を少なくとも 3年間保存する。


